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論説
成果主義における報酬制度と

業績評価制度に関する諸議論

内山哲彦
I はじめに
様々な問題点が議論されながらも， 1990年代後半以降，いわゆる成果
主義的な人事制度の導入や適用拡大が進んできた。内閣容が守った大規
摸な調査である「平成16年度企業行動に関するアンケート調査Jl)によ
ると，成果主義的賃金制度の導入割合は，金業規模や対象職種よって異
なるものの，調査対象全体としては概ね 8訴から 8割に及んでいる。社
会経済生産性本部が成果主義の下で人事制度の再講築が進んでいる状
況を動態的に把握することを自的に毎年実施している「日本的人事制度
の変容に関する調査jの第 8田昌 (2004年調査)2)においても， r業譲な
いし成績の評価結果によち 賃金・賞与で棺当の差がつく」と回答する
企業の割合は， r当てはまるJ，rどちらかというと当てはまるJの合計
で89.4%に上っている。
このような成果主義的な人事制度の普及に伴い，必然的に報醜制度と 
1)内爵府経済社会誌合研究所が2005年 1月に実施。調査対象辻，東京，大薮，
名古屋の各証券取引所 l部・ 2部上場企業2，512社。 E答数iま1，031社(製造
業561社，非製造業470社) (回答率 41.0%)。 
2 )社会経講生産性本部重用システム帝究センターが2004年11月から12月にかけ
て実施。調査対象は全上場企業2，722杜の人事労務担当者。回答数は253社〈回
答率9.3%)0 
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業譲評価制度との結びつきが強化，明確化されている。そこでは，会計
的な業蓑評価尺度や，それらから得られる管理会計情報に対する期待や
関心が高まっており，実際の和田も見られるようになっている九
一方で，成果主義に係わる問題点としても，やはり業績評価の仕組み
が高い割合で挙げられている。先程取り上げた社会経済生産性本部の謂
査では，人事管理に関する解決すべき問題について，最も回答割合が高
いものが「評価制度の納得性・透明性の向上jであった〈回答割合70.0%，
従業員5，000人以上の企業では81.1%)。労務行政研究所が実施した調査
「或果主義人事制変の導入効果と問題点Fでも，経営舗の88.2%，労
働組合側の93.8%が自社の或果主義人事制度に罰題があるとし，その中
で問題点として，経営鵠の92.3%，労働組合側の94.7%(ともに複数居
答〉が「評鏑/目標管理制度Jを挙げている。
しかしながら，このような金業実務の状況に対し，成果主義的報酬制
度と業譲評画制度，特にその中での会計的業績評値との孫わりについて
は，理論的にも実証的にも極めて限定された研究しか行われていないの
が実状で為る。このような研究の不足は，会計的業譲評価を研究する管
理会計の分野のみならず 長年に豆り報酬制度について研究を行ってき
た人事管理・労務管理の研究分野においても同様に指掻できるのである。
そこでは理論的な検討と企業実態の把握が必要であるといえる。
そこで本稿では，まず，今日の E本企業における成果主義に見られる
メカニズムを示し，議論の対象を明らかにする。次いで，今日のE本企
業における成果主義を前提とした，報爵i制震と業鎮評{面制度，会計的業 
3)詳しい画期企業事例について辻，内山 (2003b)及び、内出 (2005)の事担j集
を参熊されたい0 
4)労務行政研究所が2004年12月から2005年 l丹にかけて実施。調査対象は東京
証券取引所 l部上場企業の人事・労務担当家結役(一部，人事・労務担当社
員を含む)及び男企業の労働組合委員長の計2，344人。回答数は経営側97人，
労鋤組合領Ul22人の許219人(酉答率9.3%)。 
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(医表 1)今日の自本企業のおける成果主義の概念菌(或果主義導入以前〉
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上げる研究分野は，マネジメント・コントロール，管理会計，そして人
事管理・労務管理である。最後に，今後の研究課題を指請する。
互 今 EのE本全業における成果主義に毘られるメカニズム
ここで，今自の日本企業における成果主義に見られるメカニズムを示
したい。
横自  (2004，64ページ〉を援用して，成果主義導入以前の人事管理制
度と業譲管理制震との係わりを示したのが図表 1である。
短期的性格を有した，管理会計を中心とした業讃管理システムは，会
計的尺度と非会計的尺度の需方を内包する業績評価の仕組みから得られ
た評留情報を用いて，計画設定や問題探索，業務改善に資するものであ
る。そこでは，業績評価電報が短期的かっ直接的に活用されている。こ
れに対し，長期的性搭を宥した人事管理システムでは，短期的な註格を
持った業績評価信報をいったんプールし，集約化，総合化した上で和用
することで，人員配置や能力開発，報酬i付与に役立てていた。そこでは，
業績評価靖報が長期的かつ間接的に活用されている。このような，短期 
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(図表2)今日の日本企業のおける或果主義の概念図{成果主義導入以後)
人員 ~è震箇書主力欝発 a 報観付与 言十震設定白問題探索麹業務己主善
業績管理
システム
宝章裏書記〈梓i二金議的議畿について〉
長期 短期
的業績評{骨情報を蓄積する「評価結果のプー)vJの存在が，人事管理制
度と業績評価制度ひいては業譲管理制度とのつながりを不明確なものに
してきたといえる九そのことが報醗制震について研究を行ってきた
人事管理・労務管理の研究者をして，業績管理(業績評価〉制震と結び
つけて訴究を行う必要をこれまで想起させてこなかった理自と考えられ
る。
ところが，成果主義の導入により，このメカニズムが大きく変容した。
それを示したのが図表2である。
或果主義的な制度が導入されることで，すなわち業讃評錨結果をより
短期的かっ直接的に報酬に反映させる仕組みを採ることで，長期的な性
格を有していた人事管理システムが明らかに短期的な性格を併せ持つよ 
5)成果主義の導入・普及に係わ号なく，業譲評価は厳黙として行われてきた。
成果主義の導入とは，この業績評錨結果を報酬にどのような形で反映させる
かの変化であると位置づけられる。このような見方に関連して，日本の年功
絵lま，毎年の昇給や賞与でほとんど差をつけない代わりに最終的な地位や生
涯賃金で大きな差がつく点から 生涯が終わった時点で一度だけ結果が明確
になる「生謹成果主義Jという意味で、の成果主義であったとの指摘がある(高
橋(1999)，69-70ペー ジ〉。 
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うになった。それは脊に金銭的な報醗の付与(の一部)について指捕で
きる。そこでは短期的な業譲評髄情報を重接的に利用している(図表2
の点隷矢印)という意味で，人事管理能震と業績評缶制度，さらには業
讃管理制度とのつながりが強化され，明確化している。そこでは先程の
「評髄結果のプールjが，少なくとも一部について渚滅しているのであ
る。これが，成果主義の導入に付随して業績評値制震についての改善が
議論される理由であり 報醗制度を長年に亘り研究対象としてきた人事
管理・労務管理の分野の研究者が初めて業績評倍，業績管理の仕組みの
重要性を認識し始めた理由でもある。
このように，或果主義は単に報酬を成果によって決定するという表署
的な現象ではなく，業譲評僅制度を媒介に，人事管理と業績管理とのリ
ンクを強めることから，そこでは双方につンクの意図があり，またつン
クの影響があると考えられる。しかし，先に触れたようにいずれの研
究分野においても 上記リンクを前提とした 成果主義的報酬制度とそ
こでの業績評価制度との孫わり 中でも会計的業譲評価足度の利用に関
する研究が不足している。
次節以降では，今自の日本企業における成果主義を前提とした，報酬
制度と業績評価説度，会計的業績評缶との係わりに関連する諸研究・調
査について検討を行う。 
E 伝統的マネジメント・コントロール論と日本金業における成
果主義
業績評価を中心としたマネジメントの仕組みは，イ云統的なマネジメン
ト・コントローん論として研究がなされてきた。そこでは，必ずと言っ
てよいほど報酬制度と係わらせて議論がなされてきた。
マネジメント・コントロールに関する最も代表的なテキストである 
Anthony and Govindarajan (2004)では， I報醗システムは鍵となるマ 
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ネジメント・コントロールの仕若手け (device)であるFと位置づけられ
ている。また併せて 報酬システムは 報割を受ける者のニーズや錨値
観や信念，組織文化，産業持i主や競争全業の報酬システムや労働市場と
いった外部要素，そして組織の戦略をきちんと組み込んでいることがよ
り或功に結びつくとしている。 
Merchant and Van der Stede (2003)では，業讃に基づく報醗 
(performance-dependent rewards)は，マネジメント・コントロール
上，次の 3つの利点、をもたらすとしている九すなわち，第 lに従業
員の注意を引きつけて，コストや品質，顧客サーどス，将来の成長と
いった競争的な領域に自を向けさせる。第2に このような高い成果を
得るためにより努力を払うよう動機づける。そして第3に競争企業が
提供する報酬を上田るものを提摂することで，あるいは報醗の支払いを
長期の勤続と結びつけることで 優秀な人材を獲得し維持する。
このように，業績と達動した報醗制度がマネジメント・コントロール
に存益であるという記述が晃られる。ただし注意をしなければならない
こともある。そこでの記述を詳しく見ると 議論の対象がエグゼクテイ
ブ}言及び、ビジネスユニット・マネジャーに限定されていることがわかる。
例えば， Merchant and Van der Stede (2003)では，ワトソン・ワイ
アット社の2001/2002年の調査レポートを引用する形で，アメリカ及び
カナダの企業の74%で従業員にボーナスを支給しているものの，これが
年収に占める製合が大きいのは上級管理者及びエグゼクテイブ暑に誤ら
れることを指捕している8)。これに対し，日本金業における成果主義的
報醗制震の適居対象は，理論的な是非は別にしても，少なくとも実務上 
6) Anthony and Govindarajan (2004)，p. 5850 
7) Merchant and Van der Stede (2003)，pp. 367-3680そこでは，金銭的報酬は
明らかに重要であるが，設業員がそれだけに価笹を量くわけではないことも
併せて詣捕されている。 
6 (128) 

千葉大学経済研究第21巻第4号 (2007年3見)
では，これら階暑に摂定されていない。すなわち，全社員を対象とした
適用もしばしば見られるのである。
したがって，これだけの普及を見せる或果主義的な制震ではあるが，
これが本節で取り上げた伝統的なマネジメント・コントロールの仕組み
と同じメカニズムにあるのか あるいは罰じメカニズムになりつつある
のかの解明は，より一層の実態の把握と理議的検討を踏まえなければな
らないと思われる。
例えば横田 (2004)は，長期的な性格を帯びた，心理的契約・コンテ
クスト機能を持った人事管理システムと，短期的性格を苦ぴた，報告機
能を持った管理会計システムとについて，両者がかつて二分割構造をな
していたのが，業績評価システムを媒介として一体fとしたものに変化し
つつあるという考えを，企業事例の観察を交えて論じている。この主張
のうち，少なくとも人事管理制度と業績評価制度とのつながりが強fとさ
れている点は説得力を有していると思われる。先に攻り上げたように，
実際，業譲評価制度とのつながりが強くなることから，各種調査では，
或果主義において最も解決が求められる問題点・課題として，必ずと
言ってよいほど業譲評価の仕組みが挙げられているのである九 
N 管理会計詮における成果主義と会計的業績評価との係わり
全業における公式的な業積評倍の仕組みを担ってきた管理会計の分野
における研究を見てみよう。日本企業における成果主義的報酬髄度と会 
8)ただし， Anthony and Govindarajan (2004)，Merchant and Van der Stede 
(2∞3) ともに，業譲と連動した報酬の討与がアメリカ企業において高まっ
ていることを指搭している。なお，荷者が引用している調査は，それぞれ別
のものである。 
9) Anthonyも，マネジャーの業譲をどうやったら最もうまく灘定できるか，知
識が不足していることが，マネジメント・コントロール・システムの最も深
刻な弱点でまうると指掻をしている (Anthony(1988)，p. 74)。 
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計的業績評価との結びつき(管理会計情報の利扇)については，理論的
にも実証的にも研究は少数かっ隈定的である。
その 1つとして，バランスト・スコアカード (BSC) に関する議論を
取号上げることができる。ここでは代表的な研究を見てみよう c
伊藤況か (2001)で辻，ワコー，宝酒造，富士ゼロックスの各企業事
例の中で報酬制度との係わりが取り上げられている。しかし他方で，日
本企業にBSCがうまく浸透しないとされる理由の筆頭に，報酬i制度との
結びつきを挙げている場。そこでは BSCイコール業績連動型の業譲評
{面システムと考えるべきでなく，報酬説度とのワンクの有禁はBSCその
ものと辻切り離し あくまでも業譲評錨システムとしてのBSCとして議
論している。
同様の議論は柴山ほか (2∞1)でも見ることができる。そこではリコー，
宝酒造，伊藤ハムの企業事部を取り上げながら，報酬直結の制度にはこ
だわるべきでなく，まずはしっかりとした業績評価の仕組みがあるべき
であるとする。また 一部管理者については最終的に業譲連動型の報醗
制度としなけれぜならないものの，実際には報酬への連動には抵抗が大
きいことが指捕されている。 BSCを長期的に機能させるためには報割と
の連動が必要であるとしながらも，その弾力的な運用を主張しているの
である出。
これに対し， *嬰井 (2003)では，決して手放しでのつンクを誰奨する
もので iまないものの，報酬とリンクした業譲評錨システムとしてのBSC
の役立ちは大きいと栓量づけている。具体的に辻，戦略の実行の促進，
モチベーションの高揚 そして震秀会社員の確保の 3つを挙げている lao
様々な留意点があち，また送機龍への対策も必要であるため，或果主義 
10)伊藤ほか (2001)，220ページ。 
11)柴出ほか (2001)，162-166ページ0 
12)棲井  (2003)，177ペー ジ。 
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の無批判な導入は問題であるとしながらも， BSCが日本企業のJ震行的な
業績評舗の改善に果たす役割を大いに嬬待しながら 成功企業の事例を
挙げている。
成果主義的報酬制震のなかで管理会計情報を利用することの是非につ
いて宣接に論じた研究としては内山 (2003b)がある。そこでは会計的
業譲評価と報酬を決定する個人業績評儲とのリンクのさせ方を 3つに類
型化し，そのそれぞれについて，多数の企業事例を参照しながら，会計
'情報を利用することの利点と問題を検討している。また内山 (2005)で
は，上記3類型の lつであり，また企業実務において広範に用いられて
いる業績連動型賞与制度に焦点を絞り，その特質を検討するとともに
報醗に達動させる業績を全社ベースの業績評価に基づくものと内部組織
ベースの業譲評舗に基づくものとに，制度適用対象を管理職署と非管理
職屠(一般従業員層)とにそれぞれ豆分した上で，多数の企業事例を参
照しながら，それらを対比させてその是非を検討している。
また，賞与総額(原資)決定に関する決定方法について 4信報を提供す
るものとして，経田連が!日日経連時代より毎年継続して発表している
『賞与・一時金調査結果』がある。そこでは，会員全業を対象に夏季，
冬季それぞれの貰与の支給実態を把握することを目的に調査が行われて
お札賞与稔額の決定に当たり，その算定方法も調査されている。その
中で，生産高・売上高，付加価鐘，経常利益の 3つの会計的評値尺度が
霊場する。 2005年の調査結果13)では，回答企業のうち賞与総額〈原資)
の決定方法に業績連動方式を取り入れている企業の割合は39.9%であり，
上記3つの会許的評価尺度の中では経常利益を基準とする回答が87.1% 
で最も高くなっている。この調査は継続性があるものの，寵査項目が極 
13)夏季賞与については2005年 6耳から 7月にかけて，冬季賞与については2005
年11月から12月にかけて実施。調査対象は，日本経匝連企業会員会社及び東
京経営者協会会員会社2，036社。回答数は335社(自答率16.5%)。 
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めて少ないため，ごく限定された'情報しか得ることができない。
このようにいずれの研究・調査においても，成果主義的報関制震と
会計的業穣評価との係わりに関する広範な実態把握とそれに基づく理論
的考察はなされていないのが現状である。 
V 人事管理・労務管理論における或果主義と業績管理制度との
集わり
人事管理・労務管理の研究分野においても 報醗制度を含めた人事管
理能震と業主責管理(業譲評価)制度とのつながりについては，理論的に
も実証的にもほとんど研究が行われてこなかった。その理岳は，先;こ挙
げた図表 1及び2から説明できる。
すなわち，短期的性搭を有した，管理会計を中心とした業績管理シス
テムは，会計的尺度と非会計的尺度の再方を内包する業績評舗の仕組み
から評缶情報を室接に吊い 機詑してきたのに対し 長期的性搭を存し
た人事管理システムで辻，短期的な性格を持った業績評錨情報をいった
んプーんして利用し 機能してきた。このような短期的業譲評鍾情報を
蓄積する「評価結果のプールJの存在が 人事管理制度と業績評組制度
ひいては業譲管理制度とのつながりを不明確なものにしてきたのであり，
人事管理・労務管理の研究者は 人事管理制度と業績管理〈業譲評缶)
制度とのつなが与に関する研究を行う必要をこれまで想起してこなかっ
たのである。
しかし，或果主義的な制震が導入され，業譲評価結果をより短期的か
っ直接的に報醗に反映させる仕組みが採られることで，長期的な性諮を
有していた人事管理システムが明らかに翌期的な性諮を許せ持つように
なった。そこでは先程の「評価結果のプールJが，少なくとも一部につ
いて消滅している c このような中，近年，数は少ないものの一部の研究
者が業績管理(業譲評価)の仕組みの重要性に着目し始めている。 
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今野 (2003)では，人事管理を業績管理と並列して取り上げ，経営目
標を頂点に，人事管理も業績管理もともに経営E標達成の手段であると
いう見解の下で成果主義について検討している。特に注目すべきは，業
績管理は成果主義に保わりなく今も昔も行われており，問題は，業績評
価の結果をどのように人事管理に結びつけるかであるとして，その 1つ
のあり方として成果主義を位置づけている点である 14)。すなわちそこで
は，厳禁として存在し機能している業績評倍の仕組みを前提に，その評
髄信報をどのように人事管理と結びつけるかに集点を当てているのであ
る。
石田 (2003)では，より明確に， r成果主義は部門業主責管理の仕組み
が前提にされるjl5)と位置づける。人事管理・労務管理の分野ではいち
早く，或果主義が蔀門業績管理を機軸に展開されているとの見解を示し
ている。
中村・石田 (2005)は マネジメント・コントロールや管理会計の仕
組みの意義を指摘しながら， トヨタ，デパート 2社，電機メーカー，情
報通信企業各 I社の計 5つの企業の実務を観察し，そこでの業績管理の
仕組みとその人事管理制度との結びつきを明らかにしている。そこでは，
人事管理・労務管理の研究者である自分たちが業績管理の仕組みに注目
する必要を次のように指摘している。
「仕事ぶりを亘接，管理する社組みも人事管理の守備範圏に入り，管
理職はその主たる担い手となる。こう私たちは考える。いい換えれぜ，
人事部門が行っていることだけが人事管理ではない。これを明らかにす
ることによって，人事管理のフロンティアをほんの少し，切り聞きた
い。j附 
14)今野 (2003)，1ページ0
 
15)石田 (2003)，187ページ。
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同様の指請は，先に取り上げた石田 (2003)の中にもあり，次のよう
に記している。
「誤解を恐れずに言うと，労務管理論で取り上げられる各論，施策は
実は，本来の目的である「労動力の効率的和用jに対する有効性という
観点で京り上げられているというのではなくて， (中略〉人事部門が職
掌としてなしている事柄をなぞっているだけで誌なかろうか。J17) 
著者が一部重複してはいるものの いみじくも再文鼓のタイトルに
「フロンテイアjという言葉が付されているのが象額的である。これら
諸研究に見られるのは，これまでの人事管理論の枠を超えるという問題
意識であり，これまでの研究の枠内では全業実務を説明しきれないとい
う強い危機意識である。両研究の主張を一言で言えば，人事管理の{守
構範圏jを広げなければ，現実への誘究上の対応ができない，というこ
とである。言うまでもなく，その原因は成果主義的な制震の司本企業へ
の導入と普及である。報酬システムを含む人事管理と管理会計を中心と
する業譲管理とのつながりを問題として初めて浮き影りにしたのが， 5U 
言すれば，人事管理-労務管理の研究者をして会計的業議評舗をはじめ
とする業績管理の仕組みの重要性に気づかせたのが 成果主義の登場と
普及であると言えるのである。
しかし，このように数少ない研究が着手され始めたものの，人事管理
制度と業譲管理制度とのつながちゃ，成果主義的報開制度における会計
的業績評殖の利震について これまでほとんど明らかにされていないの
が現状である。 
16)中村・石田 (2005)，2ページ。また同じところに辻，次のような記述もある。
「不思議なことに，人事管理論のテキストには，仕事冨での管理(筆者注:
業譲管理のこと〉についての記述がまったくないか，あるいは部分的に触れ
らま1るにとどまるJ 
17)石垣 (2003)，95ページ。この詣摘辻，われわれ管理会計研究者にも，立場を
逆にして当てはまるかもしれない。 
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百おわりに
本稿では，最初に今日の日本企業における或果主義のメカニズ、ムを
示したc成果主義の導入前後で辻，国表 1及び国表 2に挙げたように，
企業内における業譲評倍システムを媒介にした人事管理システムと業鎮
管理システムとのつながりが変容しているのである。このことが，新た
な研究の必要性を惹起しているといえる。
管理会計の分野では これまで伝統的なマネジメント・コントロール
として，会計的業績評値を含む業績管理の仕組みと報醗制度とが結びつ
けて議論されてきた。成果主義の登場と普及により，実際の仕組みが理
論的な議論と重なるようになったと見られる。しかし，いずれの研究・
調査においても，成果主義的報酬制度と会計的業積評価との係わりに関
する広範な実態把握とそれに基づく理議的考察はなされていない。
また，人事管理・労務管理の分野においても，これまでその研究対象
とされてこなかった業績管理の仕組みが，成果主義の下ではよ与密接に，
報額制度を含む人事管理制度と関係を持つことが認識され始め，一部の
研究者がようやく実務の観察に乗り出している c
しかし，どの研究領域を見ても，人事管理制度と業績管理制度とのつ
ながり，特に成果主義的報醗制震における会計的業績評舗の利用につい
て，ほとんど未解明であるのが現状である。今後は，より広範な実態の
把握と留別事例の寵査による複合的な現状の観察が必要であると考える。
(語辞)
本研究は，平成17年度千葉大学重点研究プロジ、エクト経費(萌芽的研
究に対する助成〉による研究成果の一部である。 
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